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 （一社）全国ＬＰガス協会の秋元耕一郎会長は、「2020 年の年頭所

感」で、「昨年頻発した自然災害は今なお影を落としたままだが、こう

した中、国の国土強靭化基本計画でＬＰガスが“エネルギー供給の最

後の砦”としての地位を確立したことは意義深い。多くの自治体でＧ

ＨＰを採用する小中学校が増えている」としたうえで、2020 年の重点

活動として４事業を掲げ、販売業界ビジョン「もっと広がるＬＰガス」

の実現にまい進すると表明しました。 

 重点４事業は、「ＧＨＰ提案活動の推進」「『ＬＰガス快適生活向上運

動』の仕上げ」「料金情報の積極的な提供」、そしてＬＰＧ車普及に向

けた「自立型ＬＰガススタンド認定制度の設立」です。 

■ＧＨＰ提案活動の推進 昨年、日本ＬＰガス協会との連名で全国の

市町村長や市町村教育員会、防災担当部署にＧＨＰ導入事例などをま

とめたパンフレットを配布して、公立小中学校への導入検討を呼びか

けた。この結果、数多くの自治体で採用する小中学校が増えている。

引き続き提案活動を推進していく。 

■「ＬＰガス快適生活向上運動」の仕上げ 保安の確保は、お客様と

の信頼関係を築くための重要な礎である。「ＬＰガス快適生活向上運

動」は今年が最終年となる。「重大事故ゼロ・ＣＯ中毒事故ゼロ」を全

国目標として、引き続き全力で取り組んでいく。 

■料金情報の積極的な提供 取引の適正化に向けては、「ＬＰガス販売

指針」を徹底し、料金情報の積極的な提供に取り組んでいく。これに

より、ＬＰガスをクリーンで環境にやさしく、そして豊かなガスライ

フを実現するエネルギーとし、お客様に積極的に選んでいただけるよ

うにしていきたい。 

■自立型ＬＰガススタンド認定制度の設立 ＬＰガス自動車は市場の

縮小傾向が続いているが、ＢＣＰ対応や環境負荷低減などの観点から、

ハイブリッド車を含めた技術革新や需要面でのポテンシャルに大きな

期待が寄せられている。新たに発足させた「自立型ＬＰガススタンド

の認定制度」を通じて、災害時にも活躍するＬＰガス自動車の普及促

進に努めていく。 
 

全Ｌ協、「自立型スタンド認定」受け付けを開始 

 （一社）全国ＬＰガス協会は、災害などで停電しても操業できる「自

立型ＬＰガススタンド」の認定制度をスタートさせ、2019 年 12 月中

旬から申請の受け付けを開始しました。防災力を備えたＬＰガススタ

ンドの認知度を高めるとともに、災害に強いＬＰガスとＬＰガス自動

車の普及拡大を図るのが狙い。認定スタンドには、認定証とともに、

名刺などに貼付してＰＲできる認定ロゴマークが提供されます。 

■認定要件…停電時操業を可能にする３要件必要 

①停電時にも操業可能な発電機と発電機の燃料を確保（住民拠点ＳＳ

＜石油＞の活用も可） 

②発電機は平時同様に操業できる（完全自立型）か、ローリー受け入

れ時に払い出し不可（標準自立型）、払い出し可能（準自立型）なも

のを装備 

③平時の定期点検と年１回以上の停電時操業訓練を実施 
 

業務主任者等選任（解任）届書の電子提出可能に 

 経済産業省（産業保安）の電子申請ポータルサイト「保安ネット」

の運用がはじまり、１月から液石法やガス事業法に基づく手続きがイ

ンターネットを利用して提出できるようになりました。保安ネットを

利用するには、事前に Gビズ ID のアカウントが必要となります（詳し

くは→https://gbiz-id.go.jp/top/）。 

■電子届け出が可能な手続き 

●液石法：業務主任者等選任（解任）届書 

●ガス事業法：毎年のガス事故（ガス小売、一般ガス導管、特定ガス

導管、ガス製造の各事業者）、導管改修実施状況（ガス小売、一般ガス

導管、特定ガス導管、ガス製造の各事業者）、旧簡易ガス事業者の導管

改修実施状況、毎年の消費機器の調査結果 

■法 14 条書面等のオンライン利用による交付 

 経済産業省は 2019 年 11 月 25 日、法 14 条書面のオンライン利用に

よる交付（電磁的方法による提供）を可能にする液石法省令改正案を

パブリックコメントに付しました。意見受け付け締切は同12月24日。

交付にあたっては、相手方の承諾が必要となります（液石法施行規則

＜2019 年 12 月 26 日改正＞）。 

 

全Ｌ協、容器流出防止策の再徹底を要請 

 （一社）全国ＬＰガス協会は 2019 年 12 月 10 日、都道府県ＬＰガ

ス協会を通じて、全国のＬＰガス事業者に「充填所等におけるＬＰガ

ス容器流出防止対策の再徹底」を文書で要請しました。 

 豪雨、台風などによる容器流出が 2018 年、2019 年ともに目立ち、

日本ＬＰガス団体協議会「ＬＰガス容器置場における容器転落・転倒

及び流出防止措置指針」（2018 年 10 月改定）が必ずしも徹底されてい

ない現状が明らかになったためです。経済産業省（産業保安）も徹底

を要請しています。全Ｌ協は、各事業者が行う対応措置の完了目標を

「2020 年 6 月まで」としています。 

 

全Ｌ協調べ、91.9％が「料金公表」と回答 

 （一社）全国ＬＰガス協会が 2019 年 12 月初旬に明らかにした「ガ

ス料金公表の実施状況調査」（2019年 10月）によれば、回答した 17,869

事業者（回収率 85.1％）の 91.9％が「公表している」とし、公表方法

はホームページが 17.4％、店頭が 77.5％、両方が 5.1％でした。今後

とも調査を継続する予定。 

 

1 月プロパン、CP565.00 ﾄﾞﾙ、MB257.97 ﾄﾞﾙに 

 1 月積み込みＣＰ（サウジアラビア輸入ＦＯＢ価格）は、プロパン

（Ｐ）はトンあたり 565.00 ドル、ブタン（Ｂ）は 590.00 ドルにする

と輸入元売各社に通知がありました。前月に比べＰは+28.41％、

+125.00 ドル、Ｂは+29.67％、+135.00 ドルの上昇。一方、米・モント

ベルビュー（MB）の 1月適用プロパン価格（OPIS 社発表）は 257.97

ドルで、前月に比べ▲7.53％、▲21.01 ドルの下降となりました。 

謹んで年頭のご挨拶を申し上げます 
 

旧年中は大変お世話になりました。 

本年も倍旧のご厚情を賜りますようお願い申し上げます。 

 

令和 2年 三愛石油株式会社 取締役ガス事業部長 大久保 宏次 

全Ｌ協、2020 年はＧＨＰなど４重点活動を推進 

秋元会長、「販売業界ビジョンの実現」にまい進 


